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R–MaST は "The Development Program of Career-path for the experts related to Marine Science and Technology" の略称です。
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　東京海洋大学は，平成 23 年度に文部科学省科学技術人材育成費補助金「ポストドク

ター・インターンシップ推進事業」に採択され，本学ポストドクターおよび博士後期課程

学生のキャリアパスの構築に取り組んでいます。本事業は，本学と環境調査・海洋観測・

食品・流通などの企業と連携した長期インターンシップやキャリアワークショップなどの

講義を通じて，今後の社会経済の各分野において指導的役割を果たすとともに，国際的に

も活躍できる高度な専門能力を有する人材の養成を目的としています。

本学は，我が国唯一の海洋系総合大学として海洋に関する教育研
究や人材養成に精力的に取り組んで参りましたが，この度文部科学
省の補助を受けて，ポストドクターなど博士人材のキャリアパス開
発支援に一層注力することになりました。本事業が海洋関連産業の
さらなる発展につながると期待しています。

　海洋関連産業界の業務には本来高い専門性が求められますが，近
年のグローバル化に対応する業務水準の向上にはさらに高度な能力
を有する博士人材の供給が課題となっています。本事業では，本学
と関連分野の企業や団体との連携を強化し，企業等のニーズも踏ま
えつつ，本学の博士人材の多様なキャリアパスの構築を図ります。
本事業には企業や団体の皆様のご協力が必要です。積極的なご参画
およびご支援を賜りますようお願い申し上げます。

「海洋関連人材キャリアパス開発プログラム」
がはじまりました

東京海洋大学長
岡本 信明

観測・調査等
キャリア開発室室長

竹内 俊郎
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平成 24 年 3 月 5 日にキックオフワークショップと懇談会を開催しました
キックオフワークショップ「博士号を活かす未来へ」
大学院で博士号を取得した後に民間企業に就職し，現在も企業で活躍する 2 名の講師，

杉浦琴氏（日本エヌ・ユー・エス株式会社）と森田哲朗氏（日本水産株式会社）を迎えて，

博士号取得者が企業で働くことの意義についてご講演いただきました。また，平成 23 年

度長期インターンシップ派遣者（小野敦史氏）によるインターンシップの中間報告も行い

ました。ワークショップには本学ポストドクターや民間企業関係者を含む合計 65 名が参

加しました。

懇談会
ワークショップに引き続いて開催された懇談会には，本学ポストドクター・学生 5 名，

民間企業関係者等 7 名，および本学教職員 14 名の合計 26 名が参加し，意見交換や交流

が行われました。

（左上）神田観測・調査等キャリア開発室副室長，（真中上）杉浦琴氏，（右上）森田哲朗氏，

（左下）小野敦史氏，（真中下）会場の様子，（右下）懇談会の様子

平成 24 年度も多彩な活動を準備しております。是非ご参画ください。

［報告］ キャリアワークショップと懇談会
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竹内俊郎室長（大学院教授）
社会の活力となる若い博士人材が，産・学の枠を超えて活躍できる場の

構築を目指します。

神田穣太副室長（大学院教授）
博士・企業・大学の三者が各分野における博士人材の位置づけの認識を

共有し，博士人材が社会で広く活躍できる仕組みづくりを目指します。

松山優治特任教授
連携企業を拡充し，長期インターンシップ希望者をはじめとする博士人

材と民間企業との円滑な疎通を支援します。

小松俊明特任教授
社会と博士人材とをつなぐ充実したワークショップやセミナーを企画し，

博士人材の育成とキャリアパスの多様化の実現に取り組みます。

観測・調査等キャリア開発室教員の紹介

博士人材の未来、そして大学の役割とは
　現代社会で今，最も必要とされている人材は，国際的に活躍できる高度な専門能力と応

用力を有し，強いリーダーシップを発揮できる人材と言われています。博士人材は，博士

号取得の過程でそれらの素養を身につけており，グローバル時代に活躍する即戦力として，

企業からもますますの活躍を期待されています。こうした要請を受けて，博士人材は社会

に出るまでの間に益々の自己研さんを進め，自らの意識改革にも取り組むことが求められ

ています。

　その上で大学がすべきことは，博士号取得者に対し，研究者育成の体制を保持しつつも，

広く社会に適応できる総合的な能力を備えた人材として育成するための仕組みと支援体制

を構築することであると考えています。本プログラムのミッションは，専門知識や技術力

の習得に加えて，それらを仕事の現場で発揮する社会性やバランス感覚，コミュニケーショ

ン能力や行動力を身につけるための訓練の場を，継続的に提供していくことです。
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　近年，民間企業への就職を希望する博士号取得者は増加傾向にあります。一方，企業に
おいても，ますますグローバル競争が激化していることを背景に，特に先進的な技術の研
究が急がれる分野においては，高度な知識と技術をもつ博士人材の活用，そして大学や公
的な研究機関との連携を求める傾向があります。産学が連携したそうした共同事業や共同
研究の現場では，高度な専門知識と技術，高い事務処理能力やリサーチ力を備えた博士人
材が，既に様々な分野で活躍しており，今後もますますその需要が高まることが予想され
ています。
 　一方で，アカデミアの世界で研究を継続することを希望する博士号取得者が多いこと
も事実であり，実際，教育機関や研究機関での就業を希望するものは，常勤・非常勤を合
わせても，博士課程修了者のおよそ 45％に及んでいます。これは，日本の常勤研究者と
しての正規雇用枠を大幅に上回っています。
　文部科学省は，2020 年までに理工系博士課程修了者の完全雇用の達成を目指すことを
表明しています（平成 22 年 6 月閣議決定）。博士人材のキャリアパスの多様化は急務で
あり，企業で活躍する適性のある博士人材には，これまで以上に企業への就職が進むこと
が望まれています。

平成 21 年度の理工農学分野における博士課程修了者の進路動向（左）と，
課程修了直後に常勤職に就いた者の就職先の内訳（右）
出典：博士課程修了者の進路実態に関する調査研究（2011）

理系博士人材の活躍の場が広がる傾向に
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